
今後の事業戦略について



●お客様の成長支援
・ソリューション・モデル
・ライフサイクルマネジメント・モデル

●お客様の成長支援
・ソリューション・モデル
・ライフサイクルマネジメント・モデル

●経営基盤の再構築
・有価証券ポートフォリオ
・業務効率化・人的資源配分
・チャネルの見直し

●経営基盤の再構築
・有価証券ポートフォリオ
・業務効率化・人的資源配分
・チャネルの見直し

●地域との共通価値創造に向けた新たな取り組み●地域との共通価値創造に向けた新たな取り組み

●事業ポートフォリオの確立●事業ポートフォリオの確立

●アライアンスを活用した新事業領域への展開●アライアンスを活用した新事業領域への展開

●ガバナンス体制の強化●ガバナンス体制の強化
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●平成30年度からはソリューションの「質」の向上を図り、お取引先の企業価値向上にコミットする。
●特に、お取引先が抱える重要課題である「後継者不在」、「売上拡大」に向けた支援を強化する。

平成30年度の重点活動
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【法人部門役務関連収益】
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ソリューションの質を高め、金利収入以外の新たな収益を確保する

【事業再生・承継ファンドの活用】
・やまぐち事業維新ファンドの活用
・第二創業支援ファンド＆サーチファンドへの出資による資金・人材の供給

【後継者育成支援】
・「次世代経営者の会」での育成支援

【経営者人材の派遣】
・ＹＭＦＧ社員の取引先への供給
・人材コンサル会社とのアライアンスによる地域企業への経営者人材派遣

事業承継／Ｍ＆Ａコンサルティング

地域企業が抱える重要課題（後継者不在）を解決する

後継者不在
先数/率

（不在率/全国順位）

後継者不在
先数/率

（不在率/全国順位）

福岡県
8,221先

65.9％
（22位）

営業店が行う活動を本部・グループ会社が行うマーケティング、ブランデ

ィング、ＩＴ技術等によりソリューションの質を高め、売上拡大を実現する

グループ全社でお客様の売上拡大支援を実施する

ブランディング支援
マーケティング支援

ブランディング支援
マーケティング支援

ＩＴソリューション提供
（ＡＩ・ＩｏＴ・ＲＰＡなど）

ＩＴソリューション提供
（ＡＩ・ＩｏＴ・ＲＰＡなど）

アウトプットの増大
（付加価値の向上）

アウトプットの増大
（付加価値の向上）

インプットの削減

（供給効率化・集約化）

インプットの削減

（供給効率化・集約化）

FinTech
事業会社

地域商社
やまぐち

ワイエム
コンサル
ティング

【法人部門邦貨貸出金利息】

+9

▲8
▲18

▲41

+1+1

広島県
5,321先

73.4％
（5位）

山口県
2,399先

76.4％
（2位）

ＹＭ
ＺＯＰ

※2017年後継者問題に関する企業の実態調査（帝国データバンク）から引用
（山口県・広島県・福岡県の中小企業22,865先へのヒアリング結果）
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ﾜｲｴﾑ証券 保険ひろば ﾜｲｴﾑｱｾｯﾄ グループ内銀行

●平成29年度までは保険ひろばのM&A、ワイエム証券への増員により営業力強化などを実施する。
●平成30年度からはライフプランニングの深化として、一層「お客様のために」提案の質を向上させる。

平成30年度の重点活動

117117
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お客様との接点増加、クロスセル率の向上により、収益の拡大を図る

保険ひろば(+) 
（資産形成層）

保険ひろば(+) 
（資産形成層）

銀行
（資産形成層

/富裕層）

銀行
（資産形成層

/富裕層）

ワイエム証券
（富裕層）

ワイエム証券
（富裕層）

148
155【個人部門役務関連収益】
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【個人部門邦貨貸出金利息】

+31

+7

+7
+1+1

+0

・ｱｾｯﾄﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞに基づく運用提案（株式・投信・外債等）

・信託商品、ファンドラップの取扱開始

送客

29年度：123件

送客

29年度：2,730件

29年度 営業収益22億円 ⇒ 30年度 23億円（＋1億円）

29年度 営業収益91億円 ⇒ 30年度 100億円（＋9億円）

（預り資産残高：現金含む）

30/3末 3,794億円 ⇒ 31/3末 目標4,500億円（+706億円）

29年度 役務収益 33億円 ⇒ 30年度 29億円（▲4億円）

個人ローン利息192億円 ⇒ 199億円（＋7億円）

・新規出店加速（+10店舗）による顧客接点の拡大
・保険以外の商品提案による収益力アップ

・住宅ローン顧客をグループ内銀行へ送客強化

・ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞに基づく運用提案（投信積立・NISA・保険）
・住宅ローンを起点とした生涯取引（ウォレットシェア）の拡充

・アイフル提携ローンによる顧客基盤の拡大（広域事業展開）

・富裕層の運用ニーズに対するワイエム証券へ送客強化
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政策投資株式売却益

●有価証券ポートフォリオの改善（評価損の圧縮）を図り、将来の含み益を確保する。
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365 382

316

259

342

【有価証券収益】
（単位：億円）

（計画）

※ 国内株式の大半は政策投資株式（一部純投資株式含む）

1,042

774 797
853

【有価証券評価損益】 （単位：億円）

プラス転換

平成30年度の重点活動
①国内債券のキャリー収益の代替として、長期安定利回り
を追求する資産分散型運用に切り替える。

②政策投資株式売却益を既存ポジションの評価損圧縮原
資に充当する。

(H29年度） (H30年度）

【資産分散型運用】

【ラダー運用】
・マイナス金利導入以
降、購入債券の利回り
は0.10％台となってお
り、今後十分安定した
収益が望めない。

・金利上昇局面では、
評価損益が大きく悪化
する。

・国内外の債券と株式
を組み合わせ、総合損
益で長期安定利回り（
目標リターン：2％）を
追求する。

・資産分散ファンドの運
用額を増額する。

国内株式（※）

アクティブ型運用

（相場予測に応じて最
適な資産を選択し、機
動的な売買を実施）外国債券

株式投信

その他投信

長期安定利回り
追求

資産分散型運用
（目標総合
リターン：2％）

国内株式（※）

ラダー
ポートフォリオ
（国内債券のみ）

資産分散ファンド

国内債券



360人の
人員捻出

●業務効率化～事務コスト削減による生産性向上により、戦略的な人的資源配分を実現する。

平成29年度の成果

新営業店システム導入
（山口銀行・北九州銀行）

営業店事務削減
（114項目）

240人の
人員捻出

【業務効率化による人員の捻出】

【H29年度人員配分実績】

ワイエム証券

50人
ワイエム
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

10人

異業種出向

20人

・重点項目への投入120人

平成30年度の重点活動

営業店事務削減

新営業店システム導入
（もみじ銀行）

ｴﾘｱ重複店舗の統廃合

事業性評価専担

30人

・120人自然減への対応 ・160人自然減への対応

【H30年度人員配分予定】

18

Ｈ29/3 Ｈ30/3  
4,740人 ⇒ 4,620人（▲120人）

関連会社

40人
外部出向等

30人
新規事業

30人

・重点項目への投入100人
ワイエム

ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ

10人

Ｈ30/3 Ｈ31/3  
4,620人 ⇒ 4,460人（▲160人）

・営業部門へのシフト100人
（銀行） 法人担当・資産運用担当の増員



●銀行間・同一銀行内でエリアが重複している店舗を10～20店舗統廃合。
●少人数で運営可能な店舗への転換 ・保険ひろばの出店を進めることで、効率的な顧客接点を展開。

19

店舗数

X年後

• バンキングのセルフ化、バックレス化の加速
• 近距離に位置する銀行店舗の統廃合
• 他業態サービスにバンキングを付した、気軽
に入れるカジュアルブランチの展開を検討

• 銀行代理店制度を活用した拠点集約

ワイエム

証券

保険ひろば

ｶｼﾞｭｱﾙ
ﾌﾞﾗﾝﾁ

既存
店舗

・各県の主要都市に店舗展開済

・保険販売件数は銀行の約2倍
・店舗当り資産運用面談数は銀行の約2.5倍

・消費行動と金融行動のシームレス化を促す
店舗形態等、収益化の様々な工夫

・店舗間距離1km未満の店舗数が約60店舗
・築50年以上の店舗が約40店舗銀

行
店
舗

理由
店舗
増減

店舗形態

【全店（海外除く）】

支店 243店舗
出張所 37店舗

店舗統廃合（▲10～▲20店舗）

代理店制度・カジュアルブランチの検討

10店舗転換

新規出店（＋10店舗）

商業施設への新規出店

支店 19店舗

支店 54店舗

銀行間・同一銀行内エリア重複店舗の解消



●間接金融のみならず直接金融も活用する仕掛けづくりを行い、地方を金融と経済の好循環に導く。

銀行

雇用・給与増、キャピタルゲイン・配当

個人 企業

クラウドファンディング

ファンドビジネス

アセットマネジメント
による証券化

（投資） （出資）

YMFGのプラットフォーム

リテラシー向上
運用の高度化 IFA

ライフプランニング
地元企業の投資の活発化
中核企業づくり
ベンチャー創出

事業性評価・コンサル

次世代経営者育成

AI、IoT活用

PPP/PFI活用した地域成長

新しい領域にも挑戦

保険

証券 信託

20

地域商社機能

ミドルリスク
貸出金の伸張

ｱｸｾﾗﾚｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ



●主要事業１１本の柱に加え、新たな事業領域へ拡大していくことで、自ら成長産業を創出していく。

+

新たな地域事業領域の参入主要な事業ポートフォリオ（11本）

･･･

人材関連事業

地域社会インフラ事業

地域農林水産事業

地域観光事業

21

YMAM

Fintech事業会社 ワイエムコンサルティング

北九州経済研究所

YM-ZOP

YMLP

パートナー

アライアンスを有効活用し、
新たなビジネスを創出。

資産形成
（IFA)

信託

アセットマネジメント

地方創生 投資ファンド

R&C

地域商社

データ

保険ひろば

ワイエム証券

銀行
山口・もみじ・北九州

保険

証券

非金融

金融



●現在のコアビジネスに加え、新たな事業領域への参入・新サービス提供をアライアンスにより早期実現する。

地域

アイフル
・消費性・小口事業性ローン事業に
おける広域展開

平成29年度までに締結済

現在進行事案

今後具体化する事案

22

大和証券グループ
・共同出資で投資運用会社ワイエム
アセットマネジメントを設立

住友生命保険
・共同出資で資産運用会社ワイエム
ライフプランニングを設立

広域

Airbnb Japan 
・体験型コト消費に重点を置いた
観光支援事業、空き家対策

日立製作所
・AI活用によるビジネスマッチング実証
実験を実施

現在のＹＭＦＧ
コアビジネス

個人

ビリングシステム
・税公金をスマホで簡単に決済できる
「PayB」を提供

Fusic
・マーケティング･ブランディング支援
・ITソリューション提供

サイエスト
・取引先のアジアを中心とする海外進出
・海外販路拡大支援

マネーフォワード
・自動家計簿・資産管理サービス
（アプリ）を提供

お金のデザイン
・スマホで資産運用ロボアドバイス
が受けられる「THEO」を提供

法人損保ビジネス
・新種リスク（賠償リスク・サイバーリスク・
リーガルリスク）対応

決済代行ビジネス
・多様な決済手段の提供による、インバ
ウンド需要喚起

法人

YMFG-ZONE外への展開

Fintech事業会社
共同で新会社を設立

（今年6月を予定）

人材関連ビジネス
・地域企業への経営者人材の派遣

※株式会社Ｆｕｓｉｃ（福岡市）

九州大学発のベンチャー。テ
クノロジーコンサルティング、
ソフトウェア開発、クラウドイン
フラ構築を事業内容とする。
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2006  指名／報酬委員会の設置（ＦＧ）

2018  
ＦＧ社長と銀行頭取の兼務解消

女性取締役選任による

社外取締役の増員（山口銀行）

監査等委員会設置会社に移行

（ＦＧ＋銀行＋証券）
2015  

2017  
事業・統括本部制導入（ＦＧ）

執行役員制度導入（ＦＧ）

役員報酬制度改正（ＦＧ）

2016  役員報酬制度改正（銀行）

・
・・

●昨年度：顧客セグメント別に事業に横串を刺した戦略立案・収益管理体制をスタート。
●今年度：ＦＧ社長の銀行頭取兼務を解消し、事業ポートフォリオマネジメントに重点をシフト。

事業ポートフォリオの拡充に併せ、グループ経営力を強化

ＦＧ社長 ： グループ経営の統括、事業本部・統括本部の統括
事業ポートフォリオの展開
新事業の創発
各事業体の執行状況の監督

各頭取・子会社社長： 執行の統括

各事業本部 ： グループ事業単位毎の戦略立案・収益管理
各統括本部 ： グループ内部統制の一元化・経営資源の最適配分

2019  
以降

社外取締役比率１／３以上

保険

事業ポートフォリオ

証券銀行
Ｒ＆Ｃ
（ｺﾝｻﾙ）

執行役員 ／ 事業本部：法人、リテール、市場、地域開発

ＦＧ社長

執行役員 ／ 統括本部：企画、ｺﾝﾌﾟﾗ・ﾘｽｸ、人事・総務、ＩＴ・業務

ＢＫ頭取
（ＦＧ兼務）

・・・
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環 境 社 会

全国4位の竹林面積を誇る山口県産竹をバイオマス燃料として活用
する（世界初の事例で平成31年商業運転開始予定）。

●山口県長門市湯本温泉街の再生

YMFGZONEプラニングが
主体となり、山口県長門市
の温泉街一帯を活性化さ
せる事業を実施している。
全体デザインへの参画他、
新事業者と空き家のマッチ
ングやファイナンスも担う。

●広島県と連携した「チャレンジ・里山ワーク拡大事業」

都市機能と近接する中山間地域の豊かな自然や充実した交通アク
セスを活かし、廃校や古民家などを有効活用したサテライトオフィス
整備による企業誘致等を図る。

山口県バンブーバイオマス発電ＰＦＩへの関与

竹林
所有者

地元事業者

バイオマス
発電所

電力
会社

燃料化
（ﾁｯﾌﾟ化）

売買
電力

売電収益

●利用価値に乏しかった広大な竹林が収益化（地域活性化）
●広大な竹林の繁茂問題の解消にも繋がる

本スキームＰＦＩに山口銀行として関与

Ｃｈａｎｃｅ地銀共同行による太陽光発電事業向けプロジェクト

山口県柳井市にて、（合）岩国ソーラーが実施する太陽光発電事業向
けプロジェクトファイナンス（平成29年下期稼動開始）。
山口銀行がリード・アレンジャー、エージェントを担う。

山口銀行
常陽銀行
百十四銀行
十六銀行
南都銀行

Chance
太陽光発電事業
者向けプロジェク
トファイナンス

総額45億円

※平成29年下期
稼動開始

地域資源再生事業

●ハンドボール部の創設

平成30年4月に山口銀行の企業
クラブチーム化。女性の地域雇
用とスポーツを通じた地域活性
化に取り組む。

地域スポーツ振興

●レノファ山口との地方創生
に関する包括連携協定

J2リーグのプロサッカーチームと
地方創生に向けた地域盛り上げ
事業を開始。

子供たちを公式戦に
無料招待

ご当地選手と県内店舗網
を活かしたイベント開催



H22/3期 H23/3期 H24/3期 H25/3期 H26/3期 H27/3期 H28/3期 H29/3期 H30/3期 H31/3期
(予定)

１株当たり年間配当 10円 10円 11円 12円 13円 14円 15円 18円 20円 22円

配当性向（％） 10.2% 14.0% 16.4% 11.7% 10.8% 11.6% 11.3% 14.0% 15.0% 20.9%

年間配当額（億円） 26.3 26.2 29.0 31.6 33.6 34.9 36.8 44.6 49.8
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継続的に
増配を実

施
+2 

･･･30％

●ＦＧ設立以来、継続的に増配を実施し、平成31年3月期は2円増配を予定する（8期連続増配）。
●今後は、配当性向30％程度まで引き上げることを目指す。

程度
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2018/3末現在

自己株式：15百万株

2018/6末現在

自己株式：30百万株

5/14～6/29

+15百万株

2018年12月満期CB３億ドル/転換価額10.38ドル

転換株数 約29百万株

※自己株式を交付

自己株式取得

2018年12月満期CB：3億ドル

転換価額：10.38ドル

転換株数：約29百万株
※現金決済条項：満期3ヶ月前から行使可

2020年3月満期CB：3億ドル

転換価額：13.38ドル

転換株数：約22百万株
※現金決済条項：満期4ヶ月前から行使可

2018/5/25現在

当社株価：1,351円

１ドル：109.56円

ドル建株価：12.33ドル

自己株式を充当

現金3億㌦償還
（10.38㌦未満）

2020年3月満期CB
の転換に充当

（or 現金決済条項の行使）

（13.38ドル以上に株価上昇）

現金決済条項の行使
or 自己株式を充当

株主還元・CB対応として

自己株式の追加取得を検討

（10.38㌦以上）

【自己株式の活用】

●平成30年5月11日の決算発表と同時に自己株式15百万株（上限）の取得を公表。
●2018年12月満期CBの転換株数を事前に確保。


